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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、政府による各種経済対策及び日本銀行による大規模な金融緩和

策を背景に、企業収益の改善や個人消費が底堅く推移するなど緩やかに回復を続けてまいりました。一方で、米

国における金融緩和の縮小や中国及び新興国の経済成長の鈍化等により、依然として先行き不透明な状況となっ

ております。

その状況の中、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、平成27年春の大学入学者

数は61.8万人、大学生総数は286.0万人（文部科学省「学校基本調査」による）といずれも過去最高水準を維持し

ております。引き続き、少子化時代にあっても安定的に推移する大学生市場においては、さまざまなサービス分

野において学生の多様化するライフスタイルとニーズに応える低廉で高品質なサービスが求められていると言え

ます。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、不動産デ

ベロップメント部門、不動産マネジメント部門及びエネルギーマネジメント部門の３部門からなる「不動産ソリ

ューション事業」と課外活動ソリューション部門と人材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活ソリュ

ーション事業」の２事業（セグメント）計５部門で事業展開を図っております。

主力事業である不動産ソリューション事業においては、景気動向の影響を比較的受けにくい不動産マネジメン

ト部門は、ますます高まる学生の安心・快適な住居ニーズに支えられ順調に推移し、不動産デベロップメント部

門においても、計画どおり販売用不動産の売却が進みました。

その結果、当連結会計年度の売上高は13,576,719千円（前年同期比11.8％増）、営業利益は1,510,581千円（同

10.3％増）、経常利益は1,419,246千円（同10.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は884,358千円（同7.9

％増）となりました。

① 売上高

当連結会計年度の売上高は13,576,719千円（前年同期比11.8％増）となりました。

　

セグメント別の業績を示すと次のとおりであります。

（不動産ソリューション事業）

首都圏における学生賃貸住宅市場は、首都圏進学志向と女子大生比率の高まり、セキュリティ意識の浸透

などにより、より安全性・快適性が求められており、学生向け賃貸住宅の需要は今後もますます高まるもの

と予想されます。

不動産デベロップメント部門におきましては、この需要の高さを背景に金融機関等との連携によるコンサ

ルティング営業を強化し、個人オーナーのみならず、企業に対してもＣＲＥ戦略に応える事業プランを積極

的に提案、物件開発に努めました。特に、当社の独自モデルである食事付き寮タイプの学生向け賃貸住宅は、

留学生確保を進める大学寮のニーズと相まって需要が高く開発を積極的に進めております。また、当社が不

動産を仕入れ学生向け賃貸住宅を建設、法人、個人投資家等へ販売した後にサブリースで運営を受託する独

自開発にも注力してまいりました。

その結果、自社保有物件（販売用不動産及び固定資産）においては、１件の開発及び１件の売却を行い、

管理戸数は７棟468戸となりました。サブリース物件（当社の家賃保証による一括借上）においては、３件の

開発を行い、上記の売却した１件含め、管理戸数は170棟6,491戸となりました。管理受託を含めた総管理戸

数は192棟8,456戸（前期末比3.0％増）となりました。

一方、賃貸・管理業務を行う不動産マネジメント部門におきましては、インターネット情報提供の充実、

大学との連携強化等により体制強化を継続し、安定した入居者確保を図りました。サブリース物件及び自社

物件につきましては昨年に引き続き11年連続入居率100.0％（平成28年４月現在）を達成しております。

なお、当連結会計年度より事業スキームを仲介モデルから自社募集方式への転換を図っており、その影響

により従来収受していた仲介手数料売上が大幅に減少いたしました。しかしながら、その減少分を補うため、

期中での新規物件開発や各種付帯サービス等の拡充を積極的におこなってまいりました。

その結果、不動産ソリューション事業の売上高は9,549,061千円（前年同期比3.7％増）となりました。ま

た、部門別売上高は、不動産デベロップメント部門は1,020,271千円（同14.0％減）、不動産マネジメント部

門は8,171,525千円（同2.9％増）、エネルギーマネジメント部門は357,263千円（同351.3％増）となりまし

た。
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なお、不動産デベロップメント部門における売上高の減少は、販売用不動産の売却が前年同期の２件から

１件となったことによるものであり、エネルギーマネジメント部門の売上高の増加は、前期より開始した太

陽光発電施設のすべてが年間をとおして稼動したことによるものであります。

（学生生活ソリューション事業）

学生等を中心顧客とし、合宿・研修関連を主な事業とする課外活動ソリューション部門は、大学別・種目

別マーケティングの推進により、新規顧客の開拓、リピーター化の促進に取り組むとともに、地域行政等と

協力したスポーツ大会等への学生誘致による地域活性化支援にも取り組むなど、当社グループの学生顧客ネ

ットワークを活かした収益拡大に注力してまいりました。

一方、学生生活の「出口」となる就職分野を担う人材ソリューション部門は、前期の第４四半期連結会計

期間より連結子会社化した株式会社ワークス・ジャパンが提供する企業人事部向け「若年層人材ソリューシ

ョン」コンサルティングとサービス提供を中核商品としております。株式会社ワークス・ジャパンの業績に

ついては、企業の新卒採用活動の開始時期が８月から６月に変更になったものの、企業の新卒採用数の増加

等に支えられ業績は順調に推移いたしました。

その結果、学生生活ソリューション事業の売上高は4,027,658千円（前年同期比36.9％増）となりました。

また、部門別売上高は、課外活動ソリューション部門は1,978,769千円（同0.4％増）、人材ソリューション

部門は2,048,889千円（同110.9％増）となりました。

なお、人材ソリューション部門における売上高の増加は、前期の第４四半期より連結子会社化した株式会

社ワークス・ジャパンが年間をとおして連結されたことによるものであります。

② 営業利益

当連結会計年度の不動産ソリューション事業の売上総利益は2,647,451千円（前年同期比14.1％増）、セグ

メント利益（営業利益）は1,682,027千円（同13.7％増）となりました。また学生生活ソリューション事業の

売上総利益は1,921,124千円（同35.1％増）、セグメント利益（営業利益）は435,835千円（同21.7％減）と

なりました。

その結果、各セグメントに配分していない全社費用607,282千円（同8.9％減）を調整し、全社の当連結会

計年度の営業利益は1,510,581千円（同10.3％増）となりました。

③ 経常利益

当連結会計年度の営業外損益はマイナス91,335千円（前年同期はマイナス81,755千円）となり、その結果、

当連結会計年度の経常利益は1,419,246千円（前年同期比10.2％増）となりました。

④ 親会社に帰属する当期純利益

当連結会計年度の特別損失に固定資産除却損4,572千円を計上したことにより、親会社に帰属する当期純利

益は884,358千円（前年同期比7.9％増）となりました。

その結果、１株当たり当期純利益は98円26銭となりました。

　

（次期の見通し）

今後のわが国の経済につきましては、大学生の進学動向をはじめ、学生の住まい、旅行等に関する需要に大き

な変動は無いものと予想はしておりますが、我が国の経済環境は、景気低迷から緩やかな回復基調が継続するも、

実体経済の本格的回復には時間を要すると見込まれ、依然、厳しい状況は続くと予想されます。

次期の通期連結業績見通しにつきましては、不動産ソリューション事業を中心として着実に事業を推し進め、

売上高14,600百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益1,532百万円（同1.4％増）、経常利益1,450百万円（同2.2

％増）、親会社株主に帰属する当期純利益940百万円（同6.3％増）を計画し、配当につきましては前年配当に比

べ２円増配し、１株当たり32円を計画しております。

なお、第２四半期（累計）の連結業績見通しが前年実績を大きく下回る主な要因つきましては、不動産ソリュ

ーション事業の不動産デベロップメント部門における販売用不動産の売却益が減少する見込みであり、また、課

外活動ソリューション事業の人材ソリューション部門における株式会社ワークス・ジャパンにおける季節変動性

によるものであります。

株式会社ワークス・ジャパンは、企業の新卒採用活動が時期により、売上高が第３四半期（12月から２月ま

で）及び、第４四半期（３月から５月まで）に集中する傾向があり、第２四半期までの利益は恒常的にマイナス

となります。
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（２）財政状態に関する分析

（資産、負債及び純資産の状況）

当連結会計年度の資産合計は17,174,308千円となり前連結会計年度に比べ1,189,001千円増加いたしました。こ

の増加の主な要因は、現金及び預金が719,645千円の増加、販売用不動産が338,713千円の増加、流動資産その他

が289,513千円の増加、機械装置及び運搬具が113,661千円の減少及び差入保証金が60,460千円減少したことによ

るものであります。

負債合計は10,648,386千円となり前連結会計年度に比べ545,444千円増加いたしました。この増加の主な要因

は、未払法人税等が155,660千円の増加、流動負債その他が71,301千円の増加、長期借入金（１年内返済予定分を

含む）が1,061,046千円の増加、短期借入金が383,329千円の減少及び社債（１年内償還予定分を含む）が348,800

千円減少したことによるものであります。

また、純資産合計は6,525,922千円となり前連結会計年度に比べ643,557千円増加いたしました。この増加の主

な要因は、前期の剰余金処分による配当金251,998千円、非支配株主持分12,858千円及び親会社株主に帰属する当

期純利益884,358千円を計上したことによるものであります。

その結果、１株当たり純資産額は719円47銭となり前連結会計年度に比べ70円08銭増加いたしました。また、自

己資本比率は前連結会計年度の36.6％から37.7％となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

当連結会計年度末における連結ベースでの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ901,145千円増加し

3,834,210千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は1,053,082千円（前期は得られた資金が549,766千円）となりました。これ

は主に税金等調整前当期純利益1,414,673千円、非資金項目である減価償却費455,352千円、売上債権の減少

による収入56,447千円、その他の負債の増加による収入108,022千円、未払消費税等の増加による収入

299,281千円、たな卸資産の増加による支出369,388千円、その他の資産の増加による支出564,795千円及び法

人税等の支払による支出384,805千円によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は155,268千円（前期は使用した資金は2,322,652千円）となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による支出53,229千円、無形固定資産の取得による支出186,474千円、貸付けによ

る支出70,000千円及び担保預金の減額による収入150,000千円によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により得られた資金は3,331千円（前期は得られた資金は1,661,957千円）となりました。これは

主に長期借入金の純増額による収入1,061,046千円、短期借入金の純減額による支出383,329千円、社債の償

還による支出348,800千円及び配当金の支払による支出251,333千円によるものであります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年５月期 平成27年５月期 平成28年５月期

第二四半期 期末 第二四半期 期末 第二四半期 期末

自己資本比率（％） 42.9 44.9 45.5 36.6 37.0 37.7

時価ベースの自己資本比率（％） 50.1 52.4 60.3 58.7 67.6 55.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

― 165.3 7.9 13.6 9.9 7.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

― 0.6 27.3 11.4 19.5 13.6

自己資本比率：自己資本（純資産の部合計－新株予約権－非支配株主持分）／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、第二四半期末(期末)株価終値×第二四半期末(期末)発行済株式数(自己株式を除く)により算出

しております。

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。な

お、平成26年５月期（第二四半期）のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシ

オについては営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けております。安定的な経営基盤の確

保と自己資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行うこと

を基本方針としております。具体的には、配当性向について30％以上を継続的に実施していくことを目標として

おります。

内部留保金につきましては、フリーキャッシュフローの増大をめざして自己資本の充実を図るとともに、企業

体質の一層の強化ならびに今後の新規事業等に効果的に役立てていく方針であります。

なお、当期の期末配当につきましては公表のとおり１株につき30円00銭(連結配当性向30.5％)を予定しており

ます。また、次期の配当につきましても上記基本方針に基づき、連結配当性向30％以上を計画しております。

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは「ワンストップ・ソリューション」という企業コンセプトのもと、不動産・旅行・人材と３つ

の事業領域から日本の未来を担う若者と、大学、企業、社会の若者を応援する人たちとをつなぎ、新たな価値を

創造し、将来にわたり社会に貢献することを経営目標としております。

不動産ソリューション事業におきましては、不動産を直接取得し開発するディベロッパー事業のほか、公共団

体・企業及び個人オーナーに対する保有不動産の有効活用案件について、事業スキームの提案から、収支計画、

設計、建設会社の紹介、融資金融機関の紹介、竣工後の家賃保証による一括借上げ、入居者募集、運営管理にい

たるまで全ての機能をワンストップ体制で提供することで、管理戸数の安定拡大を図り、事業基盤の強化を進め

てまいります。

学生生活ソリューション事業においては、学生が充実した学生生活を過ごすためのさまざまなサービスを提供

する課外活動ソリューション部門と、企業と新卒学生人材とのマッチングサービスを提供する人材ソリューショ

ン部門を連携させ、就職率向上を目指す大学までも含めた新卒採用の課題解決をはかる学生生活ソリューション

ビジネスへと発展させてまいります。
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（２）目標とする経営指標

当社グループは、経常利益の成長を第一の目標にしております。早期に経常利益15億円を達成することを目標

に掲げております。さらに、株主への利益還元の観点から配当性向について30％以上を安定的かつ継続的に実施

していくことを目標としております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

上記基本方針のもと、第一には不動産ソリューション事業を成長の中軸として、引き続き経営資源の集中投資

を行います。第二には学生生活ソリューション事業において学生人材育成と企業人事への営業体制強化を図りま

す。この両面を展開することで学生生活に不可欠なサービスをさらに包括的に提供しうる事業体を構築し、大学

経営にも貢献する企業グループへの進化を進めてまいります。

① 不動産ソリューション事業

・ 安定的な入居者が見込まれるエリアへの開発集中

・ 大学との連携による国際学生寮の開発

・ 金融機関等との連携強化

・ 開発ノウハウの蓄積

・ 情報チャンネルの多様化、拡充による募集力の向上

・ 入居者である学生等のみならず契約者である保護者サービスの充実

② 学生生活ソリューション事業

・ 学生顧客管理の徹底によるリピート率の向上とデータベースの拡充

・ 地域行政も巻き込んだ学生等の自己実現の「場」作り

・ 新卒採用商品・サービスの拡充と学生人材育成

　

（４）会社の対処すべき課題

当社グループは「ワンストップ・ソリューション」という企業コンセプトを掲げつつ、学生向け賃貸住宅の開

発・運営を強みとする不動産ソリューション事業を中軸に事業拡大を進めてまいりました。

今後につきましても、「ワンストップ・ソリューション」のコンセプトのもと、学生需要を的確に捉えるのみ

ならず、その保護者や大学、そして企業のニーズをより敏感に受け止め、各事業がスピードと柔軟さをもって応

えていく必要があります。

そのためには以下の２点を対処すべき課題として認識しております。

① 学生向け賃貸住宅開発促進のための基盤強化

不動産ソリューション事業においては、大学進学率の向上と首都圏進学志向の高まり、女子大生比率の増加

等により、学生向け賃貸住宅の需要はますます高まると考えられ、当事業の拡大のためには入居者ニーズに応

える商品バリエーションの拡充を含め、学生向け賃貸住宅開発の積極的な推進と効率化を図ることが不可欠で

す。そのためには、より多くの土地オーナー及び不動産を保有する企業のニーズに応える高度で幅広い事業ノ

ウハウの蓄積と人材の確保を進めるとともに、主な情報入手先である金融機関等とのさらなる協力・連携の強

化が重要であると考えております。

② 商品・サービスの拡充

学生生活ソリューション事業においては、キャンパスライフから就職までの学生生活ソリューションを提供

するにあたり、商品・サービスの拡充が不可欠です。そのためには他企業とのアライアンスや各大学が設立を

進める営利法人との関係強化、学生等の自己実現の「場」作りのための地域行政との連携を図る必要があると

考えております。

特に人材ソリューション部門における新卒採用ビジネスは、登録学生の供給源となる課外活動ソリューショ

ン部門、さらには学生のキャリアアップ教育に力を入れる大学との連携を深めつつ、領域の拡大と収益化を進

めてまいります。

　

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、現在、日本基準を適用して

おります。なお、今後につきましては、選択可能な各会計基準をめぐる動向に注意を払いながら、将来を見据えて、

常に最適な会計基準の適用を検討しております。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,938,064 4,657,710

受取手形及び売掛金 338,804 282,534

販売用不動産 2,960,465 3,299,179

仕掛品 8,050 6,176

貯蔵品 22,275 17,368

繰延税金資産 89,764 100,556

その他 845,765 1,135,278

貸倒引当金 △53 △201

流動資産合計 8,203,138 9,498,602

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 754,686 713,927

機械装置及び運搬具（純額） 2,228,796 2,115,134

土地 1,355,451 1,355,451

リース資産（純額） 1,012,872 959,249

その他（純額） 67,678 58,063

有形固定資産合計 5,419,484 5,201,826

無形固定資産 530,580 582,185

投資その他の資産

投資有価証券 41,072 91,775

長期貸付金 135,919 188,969

繰延税金資産 318 1,280

差入保証金 1,202,530 1,142,069

その他 431,565 454,619

貸倒引当金 △188 △53

投資その他の資産合計 1,811,217 1,878,660

固定資産合計 7,761,282 7,662,673

繰延資産

社債発行費 20,884 13,032

繰延資産合計 20,884 13,032

資産合計 15,985,306 17,174,308
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 325,706 301,854

短期借入金 845,000 461,671

1年内返済予定の長期借入金 543,954 978,852

1年内償還予定の社債 348,800 162,400

リース債務 74,252 71,055

未払金 196,132 241,913

未払法人税等 208,037 363,698

賞与引当金 170,000 190,000

その他 734,936 806,238

流動負債合計 3,446,820 3,577,683

固定負債

社債 811,100 648,700

長期借入金 3,843,315 4,469,463

リース債務 1,015,590 944,534

繰延税金負債 3,865 3,642

役員退職慰労引当金 212,460 221,460

資産除去債務 62,635 63,360

長期預り敷金 707,154 719,542

固定負債合計 6,656,121 7,070,702

負債合計 10,102,941 10,648,386

純資産の部

株主資本

資本金 775,066 775,066

資本剰余金 511,183 511,183

利益剰余金 4,555,943 5,188,303

自己株式 △17 △17

株主資本合計 5,842,176 6,474,536

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,281 620

その他の包括利益累計額合計 2,281 620

非支配株主持分 37,906 50,765

純資産合計 5,882,364 6,525,922

負債純資産合計 15,985,306 17,174,308
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 12,146,931 13,576,719

売上原価 8,403,415 9,008,143

売上総利益 3,743,516 4,568,576

販売費及び一般管理費 2,374,450 3,057,995

営業利益 1,369,066 1,510,581

営業外収益

受取利息 4,686 4,791

受取配当金 206 218

持分法による投資利益 ― 2,364

経営指導料 22,947 ―

雑収入 7,596 9,058

営業外収益合計 35,436 16,433

営業外費用

支払利息 47,568 76,752

持分法による投資損失 31,854 ―

社債発行費等 27,987 19,154

その他 9,782 11,861

営業外費用合計 117,191 107,768

経常利益 1,287,310 1,419,246

特別利益

段階取得に係る差益 26,847 ―

補助金収入 14,694 ―

特別利益合計 41,541 ―

特別損失

固定資産除却損 8,137 4,572

特別損失合計 8,137 4,572

税金等調整前当期純利益 1,320,714 1,414,673

法人税、住民税及び事業税 499,759 529,432

法人税等調整額 △23,231 △11,976

法人税等合計 476,527 517,455

当期純利益 844,186 897,217

非支配株主に帰属する当期純利益 24,604 12,858

親会社株主に帰属する当期純利益 819,582 884,358
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

当期純利益 844,186 897,217

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,270 △1,661

その他の包括利益合計 1,270 △1,661

包括利益 845,456 895,556

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 820,852 882,697

非支配株主に係る包括利益 24,604 12,858
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 775,066 511,183 3,925,360 △17 5,211,593 1,011 1,011 ― 5,212,605

当期変動額

剰余金の配当 △188,999 △188,999 △188,999

親会社株主に帰属する

当期純利益
819,582 819,582 819,582

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,270 1,270 37,906 39,176

当期変動額合計 ― ― 630,582 ― 630,582 1,270 1,270 37,906 669,759

当期末残高 775,066 511,183 4,555,943 △17 5,842,176 2,281 2,281 37,906 5,882,364

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 775,066 511,183 4,555,943 △17 5,842,176 2,281 2,281 37,906 5,882,364

当期変動額

剰余金の配当 △251,998 △251,998 △251,998

親会社株主に帰属する

当期純利益
884,358 884,358 884,358

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,661 △1,661 12,858 11,197

当期変動額合計 ― ― 632,360 ― 632,360 △1,661 △1,661 12,858 643,557

当期末残高 775,066 511,183 5,188,303 △17 6,474,536 620 620 50,765 6,525,922
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,320,714 1,414,673

減価償却費 219,444 455,352

貸倒引当金の増減額（△は減少） △225 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 56,090 20,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,000 9,000

受取利息及び受取配当金 △4,892 △5,010

支払利息 47,568 76,752

持分法による投資損益（△は益） 31,854 △2,364

社債発行費等償却 27,987 19,154

段階取得に係る差損益（△は益） △26,847 ―

固定資産除却損 8,137 4,572

売上債権の増減額（△は増加） 200,142 56,447

たな卸資産の増減額（△は増加） △413,898 △369,388

仕入債務の増減額（△は減少） △88,862 △703

その他の資産の増減額（△は増加） △153,789 △564,795

その他の負債の増減額（△は減少） 95,584 108,022

未払消費税等の増減額（△は減少） △209,553 299,281

その他 △433 △116

小計 1,118,020 1,520,892

利息及び配当金の受取額 3,685 4,011

利息の支払額 △48,123 △77,420

社債発行費等 △12,620 △9,595

法人税等の支払額 △511,196 △384,805

営業活動によるキャッシュ・フロー 549,766 1,053,082

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 63,000 31,500

担保預金の増減額（△は増加） ― 150,000

有形固定資産の取得による支出 △2,374,163 △53,229

無形固定資産の取得による支出 △93,042 △186,474

有価証券の償還による収入 ― 5,000

投資有価証券の取得による支出 ― △50,000

貸付けによる支出 ― △70,000

貸付金の回収による収入 55,670 17,935

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

35,225 ―

その他の支出 △9,342 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,322,652 △155,268
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △161,668 △383,329

長期借入れによる収入 3,470,000 1,805,000

長期借入金の返済による支出 △965,602 △743,954

社債の償還による支出 △453,600 △348,800

リース債務の返済による支出 △38,603 △74,252

配当金の支払額 △188,569 △251,333

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,661,957 3,331

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110,928 901,145

現金及び現金同等物の期首残高 3,043,993 2,933,064

現金及び現金同等物の期末残高 2,933,064 3,834,210
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成25年９月13日。）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸

表の組替えを行っております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、当社に事業本部を置き、商品・サービス別の事業部及び関連するグループ会社から構成されて

おり、「不動産ソリューション事業」及び「学生生活ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

不動産ソリューション事業は、学生向け賃貸住宅の開発を中心に行う不動産デベロップメント部門と、その運営

管理を行う不動産マネジメント部門、自然エネルギーによる発電事業を行うエネルギーマネジメント部門の３部門

で構成されております。また、学生生活ソリューション事業は、スポーツ大会や合宿・研修旅行の企画手配等を行

う課外活動ソリューション部門と、新卒採用支援を行う人材ソリューション部門の２部門で構成されております。

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸
表計上額
(注)２不動産ソリュ

ーション事業
学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高

外部顧客への売上高 9,204,719 2,942,212 12,146,931 － 12,146,931

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 9,204,719 2,942,212 12,146,931 － 12,146,931

セグメント利益 1,478,948 556,751 2,035,699 △666,633 1,369,066

セグメント資産 10,934,776 1,438,131 12,372,908 3,612,398 15,985,306

その他項目

　減価償却費 (注)３、４ 140,499 51,749 192,249 26,651 218,900

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額 (注)５

3,066,705 176,667 3,243,373 57,344 3,300,717

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△666,633千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額3,612,398千円は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、主に余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

等であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額57,344千円は管理部門の設備投資額であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 不動産ソリューション事業の減価償却費には、減価償却引当金繰入額19,982千円が含まれております。

４ 学生生活ソリューション事業の減価償却費には、のれんの償却額22,435千円が含まれております。

５ 有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、新規連結子会社取得に伴う各資産の増加額を含めておりませ

ん。

６ 不動産ソリューション事業のセグメント資産の増加の主な要因は、株式会社毎日コムネットグリーン電力を

設立し太陽光発電施設を取得したことによるものであります。

７ 学生生活ソリューション事業のセグメント資産の増加の主な要因は、株式会社ワークス・ジャパンを連結子

会社化したことによるものであります。
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　当連結会計年度（自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸
表計上額
(注)２不動産ソリュ

ーション事業
学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高

外部顧客への売上高 9,549,061 4,027,658 13,576,719 － 13,576,719

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 9,549,061 4,027,658 13,576,719 － 13,576,719

セグメント利益 1,682,027 435,835 2,117,863 △607,282 1,510,581

セグメント資産 11,981,137 1,303,722 13,284,859 3,889,448 17,174,308

その他項目

　減価償却費 (注)３、４ 305,499 133,376 438,875 14,914 453,789

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

53,874 174,777 228,652 814 229,467

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△607,282千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額3,889,448千円は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社

資産は、主に余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

等であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額814千円は管理部門の設備投資額であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 不動産ソリューション事業の減価償却費には、減価償却引当金繰入額62,841千円が含まれております。

４ 学生生活ソリューション事業の減価償却費には、のれんの償却額26,292千円が含まれております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり純資産額 649.39円 719.47円

１株当たり当期純利益金額 91.07円 98.26円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成27年５月31日)
当連結会計年度

(平成28年５月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,882,364 6,525,922

連結貸借対照表の純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 37,906 50,765

（うち非支配株主持分（千円）） (37,906) (50,765)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 5,844,458 6,475,156

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数(千株) 8,999 8,999

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり当期純利益金額

連結損益計算書の親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 819,582 884,358

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 819,582 884,358

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,999 8,999

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．その他

（１）役員の異動

① 代表者の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動（平成28年８月24日付予定）

　１．新任監査役候補

　常勤監査役 山敷 利能武

　監査役 森田 孝二 （社外監査役候補）

　

　２．退任予定監査役

　常勤監査役 栂井 尚志

　監査役 篠原 克行

※本日付で、「役員の異動に関するお知らせ」を別途開示しております。
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